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○相模原市水路管理条例 

平成１４年１２月２４日 

条例第５８号 

改正 平成１７年１２月２１日条例第１５１号 

平成１８年１２月２５日条例第１２６号 

平成３０年１２月２１日条例第６７号 

令和６年１２月２０日条例第６６号 

(趣旨) 

第１条 この条例は、水路の適正な利用、正常な機能の維持及び管理について必要

な事項を定めるものとする。 

(用語の定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）水路 河川法(昭和３９年法律第１６７号)の規定の適用又は準用を受けな

い河川及び下水道法(昭和３３年法律第７９号)の規定の適用を受けない排水き

ょで、市長が指定したものをいい、それらの敷地、流水及び水路附属物を含む

ものとする。 

（２）水路附属物 市長が管理する護岸、堤防、水門、せきその他水路に附属し

て公共の用に供される工作物をいう。 

（３）水路工事 水路の正常な機能の維持及び良好な環境の保全のために行う水

路に関する工事をいう。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(水路の告示) 

第３条 市長は、この条例を適用させる水路について、名称、位置その他必要な事

項を告示しなければならない。当該水路を廃止するとき、又は位置その他必要な

事項を変更するときについても、同様とする。 

(行為の禁止) 

第４条 水路においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１）水路を損壊する行為 
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（２）土砂、塵芥
じんかい

、汚毒物、廃棄物その他これらに類するものを投棄する行為 

（３）車両若しくは家畜を止め、竹木を放置し、又は市長の許可を受けないで工

作物を設置し、若しくは改築する行為 

（４）前各号に掲げるもののほか、水路の機能の保全又は利用に支障をきたす行

為 

(一部改正〔平成３０年条例６７号・令和６年６６号〕) 

(行為の許可) 

第５条 次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとするときについても、同様とする。ただし、農

業を営むために通常行われる行為については、この限りでない。 

（１）水路附属物の改築又はこれに類する行為 

（２）水路の敷地の掘削、盛土又はこれらに類する行為 

（３）水路の敷地又は上部若しくは下部に工作物を新設し、又は改築する行為 

（４）前各号に掲げるもののほか、水路の敷地を占用しようとする行為 

２ 市長は、前項の規定による許可に水路の管理上又は環境保全上必要な条件を付

することができる。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(許可の基準) 

第６条 市長は、前条の許可の申請に係る内容が、規則で定める基準に適合すると

認めるときでなければ、許可をしてはならない。 

(許可の期間) 

第７条 第５条第１項に規定する許可の期間は５年以内とする。 

(占用料の徴収) 

第８条 市長は、第５条第１項第４号に規定する行為に伴う占用について、同項の

規定による許可を受けた者(以下「占用者」という。)から、占用料を徴収する。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(占用料の額) 

第９条 占用料の額は、占用の期間等に別表金額の欄に定める金額を乗じて得た額

(その額が１００円に満たない場合は、１００円)とする。ただし、占用の期間が
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翌年度以降にわたる場合においては、各年度における占用の期間等に同表金額の

欄に定める金額を乗じて得た額(その額が１００円に満たない場合は、１００円)

の合計額とする。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(占用料の徴収方法) 

第１０条 占用料は、占用の許可の日から１月以内に納入通知書により徴収する。

ただし、占用の期間が翌年度以降にわたる場合においては、翌年度以降の占用料

は、毎年度、当該年度分を４月３０日までに徴収する。 

(占用の期間等の端数計算) 

第１１条 各年度において、占用料の額が月額で定められている占用物件に係る占

用の期間が１月未満であるとき、又はその期間に１月未満の端数があるときは、

１月として計算する。 

２ 表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若しくは長さが０．０１平方メー

トル若しくは０．０１メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しくは長さ

に０．０１平方メートル若しくは０．０１メートル未満の端数があるときは、そ

の全面積若しくは全長又はその端数の面積若しくは長さを切り捨てて計算する。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(占用料の不還付) 

第１２条 既に納付された占用料は還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該

当するときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（１）第１８条第２項の規定による処分をしたとき。 

（２）占用者の責任でない理由により占用ができなくなったとき。 

（３）その他市長が特に必要があると認めたとき。 

(占用料の減免) 

第１３条 市長は、占用が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、占用料

を減額し、又は免除することができる。 

（１）国又は地方公共団体の行う事業に係るもの 

（２）地方財政法(昭和２３年法律第１０９号)第６条に規定する公営企業に係る

もの 
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（３）独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設し、又は災害復旧工

事を行う鉄道施設及び鉄道事業法(昭和６１年法律第９２号)第２条第１項に規

定する鉄道事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施設 

（４）公職選挙法(昭和２５年法律第１００号)による選挙運動のために使用する

立札、看板その他の物件 

（５）街灯又は公共の用に供する通路 

（６）その他市長が特に必要があると認めるもの 

(一部改正〔平成３０年条例６７号・令和６年６６号〕) 

(原状回復) 

第１４条 占用者は、許可の期間が満了したとき、又は許可の期間の満了前に占用

を必要としなくなったときは、直ちに市長に届け出て、自己の費用をもって水路

を原状に回復し、検査を受けなければならない。ただし、市長が原状回復の必要

がないと認めたときは、この限りでない。 

(許可に基づく地位の承継) 

第１５条 相続人、合併又は分割により設立される法人その他の占用者の一般承継

人は、被承継人が有していた第５条第１項の規定による許可に基づく地位を承継

する。 

２ 前項の規定により地位を承継した者は、その承継した日から３０日以内に、市

長にその旨を届け出なければならない。 

(権利の譲渡等) 

第１６条 第５条第１項の許可に基づく権利は、市長の承認を受けなければ、譲渡

することができない。 

２ 前項に規定する許可に基づく権利を譲り受けた者は、譲渡人が有していたその

許可に基づく地位を承継する。 

(立入検査等) 

第１７条 市長は、水路区域確定のための調査をするとき、又は水路工事、水路の

維持その他水路の管理上必要があると認めたときは、指定する者に他人の占有す

る土地若しくは許可に基づく占用に係る区域及び工作物に立ち入り、調査若しく

は検査をさせ、又は適切な指示をさせることができる。 
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２ 前項の規定により調査又は検査に当たる者は、身分を示す証票を携帯し、関係

人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(監督処分) 

第１８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、この条例の規定

により与えた許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、

又は当該行為の中止、工作物の改築若しくは除去、水路を原状に回復することそ

の他必要な措置をとることを命ずることができる。 

（１）この条例の規定又はこの条例の規定に基づく処分に違反した者 

（２）この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

（３）詐欺その他不正な手段により、この条例の規定による許可を受けた者 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、占用者に対し前項に

規定する処分をすることができる。 

（１）市長が行う水路工事の必要を生じたとき。 

（２）前号に掲げるもののほか、公益上の必要を生じたとき。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(原因者負担) 

第１９条 市長は、第５条第１項の規定による許可を受けて行う工事(以下「許可工

事」という。)又は水路を損傷し、若しくは汚損した行為若しくは水路の現状を変

更する必要を生じさせた行為(以下「他の行為」という。)によって必要を生じた

水路工事又は水路の維持(以下「水路工事等」という。)を当該許可工事の施行者

又は当該他の行為の行為者に行わせることができる。 

２ 市長は、前項に規定する水路工事等に要する費用については、その必要を生じ

た限度において、その原因者にその全部又は一部を負担させるものとする。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(届出の義務) 

第２０条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、占用者は、速やかにそ

の旨を市長に届け出なければならない。 

（１）住所又は氏名(法人にあっては、名称又は事業所の所在地)を変更したとき。 
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（２）第５条第１項の規定による許可を受けて行う工事に着手するとき、及び当

該工事が完了したとき。 

（３）第１８条又は第１９条第１項の規定により必要な処置を命ぜられた工事が

完了したとき。 

（４）第５条第１項の規定による許可を受けてする行為により水路に異常を認め

たとき。 

（５）水路に損害を生じさせたとき。 

(一部改正〔平成３０年条例６７号〕) 

(委任) 

第２１条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

(罰則) 

第２２条 次の各号の一に該当する者に対しては、１０，０００円以下の過料に処

する。 

（１）第４条各号のいずれかに該当する行為を行った者 

（２）第５条第１項に規定する行為の許可を受けずに当該行為を行った者 

（３）第１５条第２項又は第２０条に規定する届出の義務を怠った者 

（４）第１６条第１項に規定する承認を受けずに当該行為を行った者 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

(一部改正〔平成１７年条例１５１号〕) 

(津久井町の編入に伴う経過措置) 

２ 津久井町の編入の日(以下「編入日」という。)前に旧津久井町法定外公共物の

管理に関する条例(平成１５年津久井町条例第３０号。以下「旧町条例」という。)

の規定により水路の占用の許可を受けているものに係る占用料の額及び減免につ

いては、旧町条例の規定による占用の許可の期間に限り、なお旧町条例の規定の

例による。この場合において、旧町条例第５条ただし書の適用を受けている許可

の期間は、第７条の規定にかかわらず、旧町条例第５条ただし書の規定により定

められた許可の期間とする。 
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(追加〔平成１７年条例１５１号〕) 

３ 前項に規定するもののほか、編入日前に旧町条例の規定によりなされた処分、

手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

(追加〔平成１７年条例１５１号〕) 

４ 編入日前にした旧町条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用については、

なお旧町条例の規定の例による。 

(追加〔平成１７年条例１５１号〕) 

(城山町及び藤野町の編入に伴う経過措置) 

５ 城山町及び藤野町の編入の日(以下「２町の編入の日」という。)前に旧城山町

法定外公共物の管理に関する条例(平成１６年城山町条例第１２号。以下「旧城山

町条例」という。)又は旧藤野町水路及び認定外道路に関する条例(平成４年藤野

町条例第２号。以下「旧藤野町条例」という。)(以下「旧２町条例」という。)

の規定により水路の占用の許可を受けているものに係る占用料の額及び減免につ

いては、旧２町条例の規定による占用の許可の期間に限り、なお旧２町条例の規

定の例による。この場合において、旧城山町条例第５条ただし書又は旧藤野町条

例第５条ただし書の適用を受けている許可の期間は、第７条の規定にかかわらず、

旧城山町条例第５条ただし書又は旧藤野町条例第５条ただし書の規定により定め

られた許可の期間とする。 

(追加〔平成１８年条例１２６号〕) 

６ 前項に規定するもののほか、２町の編入の日前に旧２町条例の規定によりなさ

れた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみな

す。 

(追加〔平成１８年条例１２６号〕) 

７ 城山町の編入の日前にした旧城山町条例の規定に違反する行為に対する罰則の

適用については、なお旧城山町条例の規定の例による。 

(追加〔平成１８年条例１２６号〕) 

附 則(平成１７年１２月２１日条例第１５１号) 

この条例は、平成１８年３月２０日から施行する。 

附 則(平成１８年１２月２５日条例第１２６号) 
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この条例は、平成１９年３月１１日から施行する。 

附 則(平成３０年１２月２１日条例第６７号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前に許可を受けた第５条第１項

第４号に規定する行為(以下「行為」という。)に伴う占用に係る占用料の額につ

いては、なお従前の例による。 

３ 施行日前に許可を受け、施行日の前日以後に当該許可の期間が満了する行為に

伴う占用(当該行為に伴う占用につき、水路の敷地を占用する物件がある場合にあ

っては、当該占用する物件)(以下「既占用行為等」という。)について、当該許可

の期間の満了後に継続して許可を受ける行為に伴い占用する場合における当該継

続して許可を受ける日以後の既占用行為等に係る各年度の占用料(以下「年度占用

料」という。)の額については、別表区分の欄に定める区分ごとに改正後の第９条

の規定により算出した年度占用料の額が当該年度占用料を徴収すべき年度(以下

「徴収年度」という。)の前年度の占用料の額(徴収年度の占用の期間と徴収年度

の前年度の占用の期間が異なる場合は、徴収年度の占用の期間に相当する期間の

徴収年度の前年度の占用料の額)に１．２を乗じて得た額(以下「調整占用料額」

という。)を超える場合には、改正後の相模原市水路管理条例の規定にかかわらず、

調整占用料額とする。 

附 則(令和６年１２月２０日条例第６６号) 

(施行期日) 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の占用に係る占用料の額につ 

いて適用し、同日前の占用に係る占用料の額については、なお従前の例による。 

別表(第９条関係) 

(一部改正〔平成１７年条例１５１号・３０年６７号・令和６年６６号〕) 

区分 単位 金額 
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通路としての占用 占用面積１平方メート

ルにつき１月 

３５円

工作

物の

占用 

通路橋その他これに類

するもの 

占用面積が４平方

メートル以下の部

分 

占用面積１平方メート

ルにつき１月 

３５円

占用面積が４平方

メートルを超える

部分 

６９円

はけ口その他これらに類するもの 占用面積１平方メート

ルにつき１月 

６９円

その他のもの 相模原市道路占用料徴収条例(昭

和４４年相模原市条例第１５号)

別表の例による。 

その他の占用 占用面積１平方メート

ルにつき１月 

３５円

 


